
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に伴う在留資格認定証明書の取扱い等に

ついて 

   

令和４年１０月７日 

出入国在留管理庁 

 

Ｑ１： 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、在留資格認定証明書の有効期間内

に来日することができませんが、どのようにしたらよいのでしょうか。（２０

２２年６月２２日更新） 

 

Ａ１： 在留資格認定証明書の有効期間については、通常は「３か月間」としてい

るところ、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、本邦への入

国時期が遅れている外国人の方に配慮し、従前からその有効期間を延長する

措置を講じてきましたが、現下の状況を踏まえ、以下のとおり取り扱うこと

としました。 

①２０２０年１月１日から２０２２年４月３０日までに作成された在留資格

認定証明書については、２０２２年１０月３１日まで有効とみなす。 

②２０２２年５月１日から２０２２年７月３１日までに作成された在留資格

認定証明書については、作成日から「６か月間」有効とみなす。 

③２０２２年８月１日以降に作成された在留資格認定証明書については、作

成日から「３か月間」有効とする。 

 

Ｑ２： 本件取扱いは、全ての外国人に対して適用されるのですか。（２０２１年７月

７日更新） 

 

Ａ２： 本件取扱いは、上記 A１①又は②のいずれかに該当する在留資格認定証明書

をお持ちの方であり、今般の新型コロナウイルス感染症の影響により、我が国

への入国を予定していながら、同証明書の有効期間（３か月間）内に本邦に上

陸できない方であって、受入機関等が「引き続き、在留資格認定証明書交付申

請時の活動内容どおりの受入れが可能である」ことの確認ができた方が適用の

対象となります。 

 

Ｑ３： 本件取扱いの対象となるための、受入機関等が「引き続き、在留資格認定証明

書交付申請時の活動内容どおりの受入れが可能である」ことの確認はどのよう

に行うのですか。（２０２１年７月７日更新） 



 

Ａ３： 査証（ビザ）申請時、受入機関等から「引き続き、在留資格認定証明書交付申

請時の活動内容どおりの受入れが可能である」ことを記載した文書の提出をも

って確認を行うこととしています。なお、査証（ビザ）申請より３か月経過した

場合には、改めてその時点で有効な同文書の提出が必要となります。詳しくは

当庁又はお住まいの地域を管轄する在外公館までお問い合わせください。 

 

Ｑ４： 受入機関等が提出する文書については、定型様式はありますか。（２０２１年

１２月２８日更新） 

 

Ａ４： 以下の様式を御利用ください。 

＜別表第１の在留資格（例：技術・人文知識・国際業務、留学等）用＞ 

＜別表第２の在留資格（例：日本人の配偶者等、定住者等）用＞ 

 

Ｑ５： 本件取扱いは、査証（ビザ）申請時に有効期間を経過した在留資格認定証明書

についても対象となるのですか。 

 

Ａ５： 対象となります。 

 

Ｑ６： 日本の教育機関に入学するために在留資格認定証明書の交付申請中ですが、

新型コロナウイルス感染症の影響により、入学予定時期を変更しようと考えて

います。どのようにしたらよいでしょうか。 

 

Ａ６： 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、申請済みの活動内容から開始時期

を除き変更がないような場合は、受入機関作成の理由書を提出して下さい。 

 

Ｑ７： ２０２１年の４月に日本の教育機関に入学するとして在留資格認定証明書の

交付を受けましたが、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、入国すること

ができませんでした。そのため、２０２２年１０月に入国しようと考えていま

すが、既に交付を受けた在留資格認定証明書は有効ですか。（２０２２年６月２

２日更新） 

 

Ａ７： 在留資格認定証明書の有効期間については、現下の情勢を踏まえ、Ａ１の

とおり取り扱うこととしています。 

①２０２０年１月１日から２０２２年４月３０日までに作成された在留資格

https://www.moj.go.jp/isa/content/001343296.doc
https://www.moj.go.jp/isa/content/001343297.doc


認定証明書については、２０２２年１０月３１日まで有効とみなす。 

②２０２２年５月１日から２０２２年７月３１日までに作成された在留資格

認定証明書については、作成日から「６カ月間」有効とみなす。 

       

 

Ｑ８： 在留資格認定証明書交付申請を行いましたが、当該外国人の招聘を取り止め

ることとしました。この場合、どのような手続が必要になるのでしょうか。（２

０２１年７月７日更新） 

 

Ａ８： 申請者の身分事項、申請番号及び申請を取り下げる旨記載した文書（任意

様式）を、在留資格認定証明書の交付申請を行った地方出入国在留管理局宛

に提出願います。 

提出は来庁されることなく、郵送でも可能です。郵送される場合には、封

書に申請番号を記載願います。また、簡易書留用の封書をお返ししますの

で、８４円分の切手を貼った返信用の封筒を同封願います。 

なお、オンラインで申請した場合は、「在留申請オンラインシステム」で

申請を取り下げることができませんので、申請を受け付けた地方出入国在留

管理官署へ上記と同様の文書を提出願います。この際、簡易書留用の封書を

送付していない場合は、返信用封筒の同封は不要です。 

 

Ｑ９： 在留資格認定証明書が交付されましたが、その後当該外国人の招聘を取り止

めることとしました。この場合、どのような手続が必要になるのでしょうか。

（２０２１年７月７日更新） 

 

Ａ９： 申請者の身分事項及び申請番号等を記載した文書（任意様式）を、在留資

格認定証明書の交付を受けた地方出入国在留管理局宛に提出願います。その

際、可能な限り、交付済みの在留資格認定証明書も併せて提出願います。 

提出は来庁されることなく郵送でも可能です。郵送される場合には、封書

に申請番号を記載願います。 

なお、オンラインでの手続により受領した在留資格認定証明書は、下記の

宛先に郵送にて返納願います。 

（返納先） 

郵便番号１３５－００６４ 

東京都江東区青梅２－７－１１ 東京港湾合同庁舎９階 

東京出入国在留管理局在留管理情報部門オンライン申請手続班（おだいば



分室内） 

 

Ｑ１０： 査証（ビザ）発給後に査証（ビザ）の有効期間が経過し、在留資格認定証明

書のみが有効である場合には、入国することは可能ですか。 

 

Ａ１０： 入管法第７条第１項第１号において、「その所持する旅券及び査証を必要

とする場合には、これに与えられた査証が有効であること。」と規定されてお

り、査証（ビザ）の有効期間が経過しているときは、入国することはできませ

ん。 

そのため、在外公館において、査証（ビザ）の再申請を行っていただく必要が

あります。 

 

Ｑ１１： 上陸申請時、在留資格認定証明書が有効でなければならないのでしょうか。 

 

Ａ１１： 有効である必要があります。 

 

 

Ｑ１２： 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、国際郵便の一時引受停止等

の影響により、在留資格認定証明書の原本を海外へ郵送することができませ

ん。この場合、査証（ビザ）申請や上陸申請において、代わりに在留資格認定

証明書の写しを提出することは可能ですか。（２０２２年１０月７日更新） 

 

Ａ１２： 新型コロナウイルス感染症の影響による国際郵便物の引受停止や遅延等

のやむを得ない事情により、査証（ビザ）申請や上陸申請において、在留資格

認定証明書の原本が用意できない場合は、原本に代えて、原本の写し（コピ

ー）による提出を認める取扱いをしていますが、この取扱いは２０２２年１１

月１日以降に作成された在留資格認定証明書については対象外となりますの

で、同日以降に作成された在留資格認定証明書をお持ちの方は、査証（ビザ）

申請や上陸申請の際に原本の提出が必要です。 

また、これらの郵便事情により、在留資格認定証明書交付申請に係る立証資

料の原本が提出されない場合においても、原本の写しによる提出を認めており

ますが、この取扱いは、２０２２年１０月１１日以降に受理した在留資格認定

証明書交付申請については対象外となります。 

ただし、この場合は、入国後、在留資格認定証明書の原本を、当該証明書

の原本を提出できなかった理由書とともに、当該証明書の交付を受けた地方



出入国在留管理局に返納（郵送可）願います。 

 

Ｑ１３： 在留資格認定証明書が交付されましたが、この後の査証（ビザ）申請の手続

については、どのようにしたらいいのでしょうか。（２０２０年７月１０日更

新） 

 

Ａ１３： 在留資格認定証明書が交付された後は、滞在中の国・地域の在外公館に

おいて、査証（ビザ）申請を行う必要があります。詳細な手続については、お

住まいの地域を管轄する在外公館へお問い合わせ下さい。 

（参考ＵＲＬ）https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/visa/index.html（外務省の 

ウェブサイトに移動します。) 

 

Ｑ１４： 新型コロナウイルス感染症の影響により、Ａ１で延長された在留資格認定

証明書の有効とみなす期間内にも来日することができない見込みとなった場

合には、どのようにしたらよいですか。（２０２２年６月２２日更新） 

 

Ａ１４： 在留資格認定証明書の有効とみなす期間が経過する方の手続については

前回の申請内容から変更がなく、２０２３年１月３１日までに在留資格認定

証明書交付申請をするときは、原則として、①申請書、②受入機関等が作成

した理由書、③交付済みの在留資格認定証明書（原本又は写し）のみで申請

を受け付けることとして提出書類を簡素化しています。詳細はこちらを御確

認ください。 

     なお、「受入機関等が作成した理由書」は任意の様式で差し支えありませ

んが、参考様式は以下から御確認ください。 

＜別表第１の在留資格（例：技術・人文知識・国際業務、留学等）用＞ 

＜別表第２の在留資格（例：日本人の配偶者等、定住者等）用＞ 

 

Ｑ１５： 今後も、有効期間が経過する在留資格認定証明書について、有効とみなす期

間が延長される可能性はあるのでしょうか。（２０２２年６月２２日更新） 

 

Ａ１５： 在留資格認定証明書は、本来、在留資格認定証明書交付時点における入

管法第７条第１項第２号に掲げられている上陸のための条件への適合性につ

いて証明するものであり、有効とみなす期間が過度に長期化することは在留

資格認定証明書交付時の状況と入国時の状況が異なる可能性が高まるため、

望ましくありません。 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/visa/index.html（外務省の
https://www.moj.go.jp/isa/content/930005852.pdf
https://www.moj.go.jp/isa/content/930005801.doc
https://www.moj.go.jp/isa/content/930005802.doc


したがって、今後、在留資格認定証明書の有効とみなす期間の更なる延長は

行いませんが、在留資格認定証明書の有効とみなす期間が経過する方の手続

については、Ａ１４に記載したとおりです。 

 

Ｑ１６： Ａ１の有効期間延長について、２０２２年８月１日以降に作成された在留

資格認定証明書の有効期間はどうなりますか。（２０２２年３月１日更新） 

 

Ａ１６： ２０２２年８月１日以降に作成された在留資格認定証明書の有効期間は、

通常どおり作成日から「３か月間」となりますが、有効期間内に来日すること

ができない場合の手続については、Ａ1４記載の取扱いと同様に取り扱います。 

 

Ｑ１７ ２０２２年８月１日以降に作成される在留資格認定証明書のうちの一部は、

同年７月３１日までに作成された同証明書よりも早く有効期限を迎えること

になりますが、不公平ではないですか。（２０２２年 6 月２２日掲載） 

 

Ａ１７： 在留資格認定証明書は、本来、同証明書交付の時点における入管法第７条

第１項第２号に掲げられている上陸のための条件への適合性について証明す

るものであり、有効とみなす期間が過度に長期化することは認定証明書交付時

の状況と入国時の状況が異なる可能性が高まるため、望ましいものではありま

せん。 

また、本年３月、オミクロン株の世界的な感染拡大を受けて緊急避難的対応

として停止されていた外国人の新規入国が再開され、６月には入国者数の上限

も１日当たり２万人に緩和されたことで、外国人の入国者数も着実に増加傾向

にあることから、同証明書の有効期間についても平常化させていく必要があり

ます。 

なお、A1４記載のとおり、認定証明書の有効期間が満了した場合であっても、

前回の申請内容から変更がなく、２０２３年１月３１日までに認定証明書交付

申請をする場合は、原則として、①交付済みの認定証明書（原本又は写し）及び 

②受入機関等が作成した理由書を提出すれば、速やかに新たな認定証明書を交

付します。 


